
令和 年度 下水道事業会計予算



（総　則）

（業務の予定量）

(1)　年間有収水量 ㎥

(2)　処理戸数 戸

(3)　主要な建設改良事業

(ｱ) 公共下水道管渠等築造及び改良 千円

(ｲ) 流域下水道建設改良費負担 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　下水道事業収益 千円

第１項　営業収益 千円

第２項　営業外収益 千円

第３項　特別利益 千円

令和２年度　春日市下水道事業会計予算

第１条　令和２年度春日市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

収　　　　　　　　　　　入



第２款　下水道事業費用 千円

第１項　営業費用 千円

第２項　営業外費用 千円

第３項　特別損失 千円

第４項　予備費 千円

（資本的収入及び支出）

第３款　下水道事業資本的収入 千円

第１項　企業債 千円

第２項　負担金 千円

第３項　補助金 千円

第４款　下水道事業資本的支出 千円

第１項　建設改良費 千円

第２項　借入金償還金 千円

支　　　　　　　　　　　出

収　　　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　　出

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 969,213千円は、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 20,253千円、減債積立金 370,780千円、過年度分損益勘定留保資金

474,640千円及び当年度分損益勘定留保資金 103,540千円で補填するものとする。）



（企業債）

償　　還　　の　　方　　法
　
　据置期間を含めて40年以内
に、元利均等その他の方法に
より償還するものとする。た
だし、繰上償還、償還年限の
短縮及び低利債への借換をす
ることができるものとする。
　借入先の融資条件がある場
合は、それに従う。

流域下水道事業債

下水道事業
資本費平準化債

公共下水道事業債

千円

証書借入

　
　年4.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる政府資
金及び地方公共団体金融機構資
金について、利率見直しを行っ
た後においては、当該見直し後
の利率）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限　　　度　　　額 起　債　の　方　法 利　　　　　　　率



（一時借入金）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

職員給与費 千円

（他会計からの補助金）

令和２年２月２５日提出

春日市長　　井　上　澄　和

第８条　下水道事業経営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、218,340千円である。

第６条　一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。



下水道事業会計予算に関する説明書 
 
 
 
 
 



（単位 ： 千円）

予 定 額 備　　　　　　　　　　考

下水道事業収益

営業収益

下水道使用料

他会計負担金 一般会計繰入金（雨水処理経費等）

営業外収益

受取利息及び 資金運用利息

配当金

補助金 一般会計繰入金（分流式下水道経費等）

長期前受金戻入 長期前受金の収益化

雑収益 雨水幹線占用料等

令和２年度春日市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　　　　　　入

款 項 目



予 定 額 備　　　　　　　　　　考

下水道事業費用

営業費用

管渠費 管渠の維持補修に要する経費

業務費 下水道使用料の賦課、徴収に要する経費

流域下水道費 流域下水道汚水処理負担金

総係費 事業活動全般に要する経費

減価償却費 固定資産の減価償却費

営業外費用

支払利息 企業債等の支払利息

雑支出 下水道使用料の過年度還付金等

消費税及び地方 消費税及び地方消費税納付額

消費税

予備費

予備費

支　　　　　　　　　　出

款 項 目



予 定 額 備　　　　　　　　　　考

下水道事業

資本的収入 企業債

建設改良事業債 建設改良事業に係る企業債

資本費平準化債 減価償却費と企業債元金償還金の差額分

負担金

他会計負担金 一般会計繰入金

補助金

国庫補助金 ストックマネジメント計画に基づく

汚水管路改築工事等

他会計補助金 一般会計繰入金

予 定 額 備　　　　　　　　　　考

下水道事業

資本的支出 建設改良費

公共下水道費 管渠等築造改良事業費

流域下水道費 流域下水道建設改良費負担金

借入金償還金

企業債償還金 企業債元金償還金

収　　　　　　　　　　入

資本的収入及び支出

款 項 目

支　　　　　　　　　　出

款 項 目



千円 千円

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 有形固定資産の取得による支出 △ 219,514

減価償却費 無形固定資産の取得による支出 △ 85,213

固定資産除却費 国庫補助金等による収入

貸倒引当金の増減額（△は減少） 一般会計からの繰入金による収入

賞与引当金の増減額（△は減少） 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 205,167

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

修繕引当金の増減額（△は減少） ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期前受金戻入額 △ 274,282 一時借入れによる収入

受取利息及び受取配当金 △ 145 一時借入金の返済による支出 △ 500,000

支払利息 建設改良費等の財源に充てるための

未収金の増減額（△は増加） 企業債による収入

未払金の増減額（△は減少） △ 10,719 建設改良費等の財源に充てるための

小計 企業債の償還による支出 △ 1,209,293

利息及び配当金の受取額 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 743,793

利息の支払額 △ 158,208

預り金の増減（△は減少） 資金増加額（又は減少額）

業務活動によるキャッシュ・フロー 資金期首残高

資金期末残高

令和２年度春日市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）



　１　総括

本年度 0（0） 9（2） 180千円 除く
前年度 0（2） 9（0） 20千円 除く
比　較 0（△2） 0（2）

（　）内は短時間勤務職員外書き

△ 145 △ 29 △ 218

　ア　会計年度任用職員以外の職員

本年度 0（0） 9（0） 180千円 除く
前年度 0（2） 9（0） 20千円 除く
比　較 0（△2） 0（0） △ 3,418 △ 2,863 △ 291 △ 3,154

（　）内は短時間勤務職員外書き

△ 145 △ 29 △ 218

　イ　会計年度任用職員

本年度 0（0） 0（2） 0千円 除く
前年度
比　較 0（0） 0（2）

（　）内は短時間勤務職員外書き

職員数

特別職
（人）

一般職
（人）

手　当　の
内　　　訳

本年度
前年度
比　較

区分

時間外勤務
手当（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

特殊勤務手当
（千円）

退職手当
（千円）

管理職員特別勤
務手当（千円）区　　　分

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

※児童手当
※児童手当

給　　　与　　　費
法定福利費
（千円）

合　　計
（千円）

備　　　　　考報酬
（千円）

給料
（千円）

手当
（千円）

計
（千円）

手　当　の
内　　　訳

本年度
前年度
比　較

区分
職員数

特別職
（人）

一般職
（人）

時間外勤務
手当（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

特殊勤務手当
（千円）

退職手当
（千円）

管理職員特別勤
務手当（千円）区　　　分

扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

住居手当
（千円）

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

給料
（千円）

手当
（千円）

計
（千円）

※児童手当
※児童手当

 給   与   費   明   細   書

区分
職員数 給　　　与　　　費

法定福利費
（千円）

合　　計
（千円）

備　　　　　考特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
（千円）

給　　　与　　　費
法定福利費
（千円）

合　　計
（千円）

備　　　　　考報酬
（千円）

給料
（千円）

手当
（千円）

計
（千円）

手　当　の
内　　　訳

本年度
前年度

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

比　較

区　　　分
扶養手当
（千円）

地域手当
（千円）

住居手当
（千円）

特殊勤務手当
（千円）

退職手当
（千円）

管理職員特別勤
務手当（千円）

　　　　　　　　　　※児童手当

通勤手当
（千円）

管理職手当
（千円）

時間外勤務
手当（千円）



２　給料及び手当の増減額の明細

区　　分 備　　　　考

59  行政職 9人 　　給与改定の状況

給　　料 377 30年度（給料の改定率）

0 0.21%

（千円） 元年度（給料の改定率）

△ 8 △ 8 0.16%

2年度（給料の改定率）

見込 0.00%

普通昇給率 1.74%

（千円）

手　　当 349 　地域手当 81

　住居手当 △ 12

　時間外勤務手当 77

　期末手当 16

　勤勉手当 187

（千円）

 会計年度任用職員制度開始に伴う増加分 742 　期末手当 742

（千円）

△ 222 　扶養手当 △ 145

　地域手当 △ 719

　住居手当 31

　通勤手当 △ 29

　時間外勤務手当 △ 295

　期末手当 829

　勤勉手当 106

 その他の増減分

 会計年度任用職員制度開始に伴う増加分

 その他の増減分 　人事異動等による増減

869  制度改正に伴う増減分

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　　　　明

 給与改定に伴う増減分

428  昇給に伴う増加分



３　　給料及び手当の状況（会計年度任用職員を除く。）

(1)　職員１人当たり給与

(2)　初任給

区　　　　　　　　　　　　　　　分 行　政　職

平均給料月額（円） 343,722

令和2年1月1日現在 平均給与月額（円） 402,721

平  均  年  齢（歳） 44.6

平均給料月額（円） 340,189

平成31年1月1日現在 平均給与月額（円） 401,147

平  均  年  齢（歳） 44.4

区　　　　　　分 行　政　職　（円）
一般会計の制度

行政職（円）

高　　校　　卒 154,900 154,900

大　　学　　卒 182,200 182,200



(3)　級別職員数

（級別の基準となる職務） ※令和2年1月1日現在

区　　　　　　分
行　　　　　政　　　　　職

級 職　員　数　（人） 構　　成　　比　（％）

令和2年1月1日現在

7　級

6　級

5　級

4　級

3　級

2　級

1　級

合　計

平成31年1月1日現在

7　級

6　級

5　級

4　級

3　級

2　級

1　級

合　計

区　　分 7　　　級 6　　　級 5　　　級 4　　　級 3　　　級 2　　　級 1　　　級

行　政　職

部　　長 課　　長 課長補佐 係　　長 主　　任 主　　事 主　　事

統括係長 主　　査



(4)　昇給

（A) （人）

（B) （人）

号給以下 （人）

号給 （人）

号給以上 （人）

（B) ／ （A) （％）

（A) （人）

（B) （人）

号給以下 （人）

号給 （人）

号給以上 （人）

（B) ／ （A) （％）

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　計
職　　　　　　　　種

行　政　職

本
　
　
年
　
　
度

職　　　　　　 員　　　　 　　数

昇給に係る職員数

号給数別内訳

比　　　　　　　　　率

前
　
　
年
　
　
度

職　　　　　　 員　　　　 　　数

昇給に係る職員数

号給数別内訳

比　　　　　　　　　率



(5)　特殊勤務手当

（％）

（％）

（円）

(6)　期末手当 ・ 勤勉手当

（　）内は再任用職員

区　　　　　　　　　　　　　分 全　　　　　職　　　　　種 行　　　　　政　　　　　職

給料総額に対する比率

支給対象職員の比率

（平成31年１月１日現在）

支給対象職員１人当たり平均

支給月額

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　分
支給期別支給率

支給率計（月分）
制度上の段階、職務の級
等による加算措置

備　　　　　　　　　考
6月　（月分） 12月　（月分）

本　　年　　度
（1.175） （1.175） （2.35）

有

前　　年　　度
（1.175） （1.175） （2.35）

有

一般会計の制度
（1.175） （1.175） （2.35）

有



(7)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(8)　その他の手当

区　　　　分
20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度

そ　の　他　の　加　算　措　置　等 備　　考
  の者（月分）    の者（月分）    の者（月分） （月分）

支　給　率　等
定年前早期退職特例措置（2～45％加算）

一般会計の制度 定年前早期退職特例措置（2～45％加算）

同じ

（支給率等）

区　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　　　　　　　異　　　　　　の　　　　　　内　　　　　　容

扶　養　手　当 同じ

通　勤　手　当 同じ

地　域　手　当 同じ

住　居　手　当



千円 千円 千円

営業収益

下水道使用料

他会計負担金

営業費用

管渠費

業務費

流域下水道費

総係費

減価償却費

　営業利益

営業外収益

受取利益及び配当金

補助金

長期前受金戻入

雑収益

令和元年度　春日市下水道事業予定損益計算書

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）



営業外費用

支払利息

雑支出

　経常利益

特別利益

過年度損益修正益

その他特別利益

特別損失

過年度損益修正損

その他特別損失

　当年度純利益

　前年度繰越利益剰余金

　その他未処分利益剰余金変動額

　当年度未処分利益剰余金



千円 千円 千円 千円

１　固　定　資　産

　(1)　有形固定資産

　　　イ 土地

　　　ロ 構築物

減価償却累計額 △ 18,911,098

　　　ハ 機械及び装置

減価償却累計額 △ 2,024

　　　ニ 工具器具及び備品

減価償却累計額 △ 12,826

　　　ホ 建設仮勘定

有形固定資産合計

令和元年度春日市下水道事業予定貸借対照表
（令和2年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部



千円 千円 千円 千円

　(2)　無形固定資産

　　　イ 施設利用権

無形固定資産合計

　(3)　投資その他の資産

　　　イ 出資金

投資その他の資産合計

固定資産合計

２　流　動　資　産

　(1)　現金預金

　(2)　未収金

　(3)　有価証券

　(4)　前払金

　(5)　貸倒引当金 △ 13,374

　　　　流動資産合計

　　　　資産合計



千円 千円 千円 千円

３　固　定　負　債

　(1)　企業債

　　　イ 建設改良企業債

　　　ロ 準建設改良企業債

企業債合計

　(2)　引当金

　　　イ 修繕引当金

固定負債合計

４　流　動　負　債

　(1)　一時借入金

　(2)　企業債

　　　イ 建設改良企業債

　　　ロ 準建設改良企業債

企業債合計

　(3)　未払金

　(4)　引当金

　　　イ 賞与引当金

　　　ロ 法定福利費引当金

引当金合計

　(5)　その他流動負債

　　　イ 諸預り金

　　　　流動負債合計

負　　　債　　　の　　　部



千円 千円 千円 千円

５　繰　延　収　益

　(1)　長期前受金

　　　イ 受贈財産評価額

収益化累計額 △ 441,539

　　　ロ 負担金

収益化累計額 △ 1,631,793

　　　ハ 補助金

収益化累計額 △ 4,024,576

　　　ニ その他長期前受金

収益化累計額 △ 1,306

長期前受金合計

　(2)　建設仮勘定長期前受金

　　　イ 負担金

　　　ロ 補助金

建設仮勘定長期前受金合計

繰延収益合計

　　　　負債合計

６　資　本　金

　(1)　固有資本金

　(2)　組入資本金

資本金合計

資　　　本　　　の　　　部



千円 千円 千円 千円

７　剰　余　金

　(1)　資本剰余金

　　　イ 受贈財産評価額

　　　ロ 負担金

　　　ハ 補助金

　　　ニ その他資本剰余金

資本剰余金合計

　(2)　利益剰余金

　　　イ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計



千円 千円 千円 千円

１　固　定　資　産

　(1) 有形固定資産

　　イ 土地

　　ロ 構築物

減価償却累計額 △ 19,683,926

　　ハ 機械及び装置

減価償却累計額 △ 2,024

　　ニ 工具器具及び備品

減価償却累計額 △ 13,339

　　ホ 建設仮勘定

有形固定資産合計

令和２年度春日市下水道事業予定貸借対照表
（令和3年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部



千円 千円 千円 千円

　(2) 無形固定資産

　　イ 施設利用権

無形固定資産合計

　(3) 投資その他の資産

　　イ 出資金

投資その他の資産合計

固定資産合計

２　流　動　資　産

　(1) 現金預金

　(2) 未収金

　(3) 有価証券

　(4) 前払金

　(5) 貸倒引当金 △ 13,395

　　　　流動資産合計

　　　　資産合計



千円 千円 千円 千円

３　固　定　負　債

　(1) 企業債

　　イ 建設改良企業債

　　ロ 準建設改良企業債

企業債合計

　(2) 引当金

　　イ 修繕引当金

固定負債合計

４　流　動　負　債

　(1) 一時借入金

　(2) 企業債

　　イ 建設改良企業債

　　ロ 準建設改良企業債

企業債合計

　(3) 未払金

　(4) 引当金

　　イ 賞与引当金

　　ロ 法定福利費引当金

引当金合計

　(5) その他流動負債

　　イ 諸預り金

流動負債合計

負　　　債　　　の　　　部



千円 千円 千円 千円

５　繰　延　収　益

　(1) 長期前受金

　　イ 受贈財産評価額

収益化累計額 △ 487,771

　　ロ 負担金

収益化累計額 △ 1,711,726

　　ハ 補助金

収益化累計額 △ 4,172,634

　　ニ その他長期前受金

収益化累計額 △ 1,365

長期前受金合計

　(2) 建設仮勘定長期前受金

　　イ 負担金

　　ロ 補助金

建設仮勘定長期前受金合計

繰延収益合計

　　　　負債合計

６　資　本　金

　(1)　固有資本金

　(2)　組入資本金

資本金合計

資　　　本　　　の　　　部



千円 千円 千円 千円

７　剰　余　金

　(1) 資本剰余金

　　イ 受贈財産評価額

　　ロ 負担金

　　ハ 補助金

　　ニ その他資本剰余金

資本剰余金合計

　(2) 利益剰余金

　　イ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計



注　記

重要な会計方針に係る事項に関する注記

固定資産の減価償却の方法

定額法による。

引当金の計上方法

ｱ 退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとしているため、退職給付引当金は計上していない。

ｲ 賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。

ｳ 法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。

ｴ 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。



予定貸借対照表等関連

企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

他会計が負担すると見込まれる額は、 714,308 千円である。

引当金の取崩し

ｱ 賞与引当金の取崩し

　当年度における期末手当及び勤勉手当を支給するための賞与引当金の取崩し額は、 5,697 千円である。

ｲ 法定福利費引当金の取崩し

　当年度における期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支給するための法定福利費引当金の取崩し額は、

1,116 千円である。

ｳ 貸倒引当金の取崩し

　当年度における不納欠損に対する貸倒引当金の取崩し額は、 2,423 千円である。



収益的収入

金　　額

下水道事業収益

営業収益

下水道使用料

下水道使用料

他会計負担金

雨水処理負担金

その他負担金 水質規制経費

水洗便所普及経費

流域建設経費

水洗便所改造補助

営業外収益

受取利息及び

配当金 預金利息

補助金

他会計補助金 高度処理経費

臨時財政特例債利息

児童手当経費

分流式下水道経費

長期前受金戻入

長期前受受贈財産 受贈財産評価額分

評価額戻入

長期前受負担金戻入 受益者負担金等分

長期前受補助金戻入 国庫補助金等分

その他長期前受金戻入 公共工事前払保証金分

雑収益

雑収益

雨水処理経費

令和２年度　春日市下水道事業会計予算節別明細表

（単位 ： 千円）

款 項 目 節 説　　　　  　明

資金運用利息

雨水幹線占用料等



収益的支出

金　　額

下水道事業費用

営業費用

管渠費

備消耗品費

修繕費

通信運搬費

手数料

保険料

委託料

使用料及び賃借料

動力費

業務費

備消耗品費

印刷製本費

通信運搬費

手数料

委託料

流域下水道費

負担金

款 項 目 節 説　　　　  　明

管渠閉塞調査等

施設賠償保険料

管渠清掃等

九州旅客鉄道用地占用料

水門、雨水ポンプ等電気料

オイルフェンス

管渠、人孔等修理

水門監視通報装置通信料

流域下水道汚水処理負担金

量水器等

圧着ハガキ、封筒等

納付書等送付郵便料

量水器取付撤去手数料

下水道使用料賦課徴収委託料



金　　額

総係費

給料

手当等

法定福利費

災害補償費

報酬

旅費

備消耗品費

通信運搬費

手数料

委託料

使用料及び賃借料

負担金

補助金

補償、補填及び

賠償金

研修費

貸倒引当金繰入額

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金

繰入額

減価償却費

有形固定資産

減価償却費

無形固定資産

減価償却費

款 項 目 節 説　　　　  　明

会計年度任用職員報酬

会計年度任用職員費用弁償、会議等

参考図書、事務用品

６人分

期末・勤勉手当等

共済負担金等

講習会等参加経費

今年度引当分

今年度引当分

今年度引当分

検査済通知等

酸素ガス検知器定期点検

長寿命化計画関連システム保守等

庁舎使用料等

電算負担金、日本下水道協会負担金等

私道内排水設備助成等

構築物、工具器具及び備品

施設利用権



金　　額

営業外費用

支払利息

企業債利息

一時借入金利息

雑支出

雑支出

消費税及び地方

消費税

消費税及び地方

消費税

予備費

予備費

予備費

款 項 目 節 説　　　　  　明

過年度下水道使用料還付等

消費税及び地方消費税納付額



資本的収入

金　　額

下水道事業

資本的収入

企業債

建設改良事業債

公共下水道事業債

流域下水道事業債

資本費平準化債

資本費平準化債

負担金

他会計負担金

他会計負担金 流域臨時措置分元金等

補助金

国庫補助金

国庫補助金

他会計補助金

他会計補助金

建設改良事業債

建設改良費負担金分

款 項 目 節 説　　　　  　明

ストックマネジメント計画に基づく

減価償却費と企業債元金償還金の

差額分

汚水管路改築工事等分

臨時財政特例債元金



資本的支出

金　　額

下水道事業

資本的支出

建設改良費

公共下水道費

給料

手当等

法定福利費

災害補償費

旅費

備消耗品費

被服費

委託料

工事請負費

補償、補填及び

賠償金

流域下水道費

負担金

借入金償還金

企業債償還金

償還金

款 項 目 節 説　　　　  　明

共済負担金等

起債申請等

建設改良事業関係事務用品

作業服等

測量設計等

３人分

期末・勤勉手当等

管渠等築造改良工事

支障水道管移設等

流域下水道建設改良費負担金

企業債元金償還金
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